
※市町村議会議決見込の段階でも
　申請を受け付け
※交付決定前着手届の県受付日以降、
　事業着手が可能

※申請時点で市町村議会議決見込であった ※入札は交付決定日以降
場合は市町村議会議決後に交付決定 ※交付決定前着手届を提出している場合は

受付日以降

園芸用ハウス整備事業（災害復旧区分）の事務処理手順例（参考）

県 市町村 事業実施主体

交付要綱制定
※3月県議会閉会日（目安）

交付要綱制定
※事業実施主体の申請までに制定

意思決定

実施計画承認申請
受付・確認

地域事業推進協議会（振興センター・市町村・農協等）
※ハウスを一般ハウスから軒高・高強度ハウスに建て替える場合
または高度化区分・規模拡大区分と併用して申請する場合は

地域事業推進協議会を開催してください。
※事業実施計画・経営計画についての妥当性を審査

事業採択委員会 実施計画承認申請 実施計画承認申請

計画承認 計画承認

補助金交付申請
・交付決定前着手届（※）

（※必要な場合）
受付・確認

補助金交付申請
・交付決定前着手届（※）

（※必要な場合）

交付決定 交付決定 事業着手

予定価格設定 施工業者

入札（競争見積）立会 入札（競争見積） 入札（競争見積）参加
※入札（競争見積）は原則５者以上
ただし、特に急を要し、かつ5者以上の見
積徴取が困難な場合は、2者以上の競
争見積でも可

請 負 契 約
※施工業者との契約は、予定価格以下でしか契約できない

入札結果の確認
入札結果報告

※入札終了後１ヶ月を目途に
県に提出する

入札結果報告
工事開始

変更内容確認 実施計画変更承認申請
実施計画変更承認申請
※市町村の補助金交付要綱により

異なります

変更承認 変更承認

補助金変更交付申請
補助金変更交付申請

受付・確認 補助金変更交付申請

変更交付決定 変更交付決定 変 更 契 約

　　事業実施主体と市町村の現場検査は、出来高設計書などの検査に
　　必要な書類が整っていれば、同日に行うことも可能 変更契約内容に基づき施工

※完了検査日が事業完了日
　事業完了予定年月日までに必ず
　完了検査を行う 完了検査・引渡 完成

完了検査 実績報告
※完了検査日が事業完了日
　市町村要綱に定められた日までに
　提出する完了検査 実績報告

　※事業完了から30日以内又は３月31
　　日の早い日までに提出する ハウスの利用は、市町村の現場検査実

施後、事業主体と利用者の間で利用契
約が締結されれば可能

額の確定

利用状況報告 利用状況報告 利用状況報告
※事業実施後５年間、毎年４月30
日までに各農業振興センターを通じて
報告する

※事業実施後５年間、毎年４月30日
までに報告する

【注意】
　本事務処理手順は、基本
的な手順を示したものです。
　この手順以外にも必要な手
続きや、複数の申請をする場
合など、この手順以外の処理
が必要な場合があります。

補助金交付申請
・交付決定前着手届（※）

（※必要な場合）

入札により補助金額の減額や工事内容に変更が生じた場合


